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2019（令和元）年度の主な成果



2019年度に発生した地震に関する研究成果

2019/06/18 Mjma 6.7
h = 14 km

浅海域用観測システム 海陸観測点のデータを併合処理
発震機構解と整合する面状の余震分布
構造探査で多く見つかる海底下断層と異なる傾斜方向

日本海東縁部における断層分布の複雑さ

JMA速報CMT



３－１．地震・火山現象の解明のための研究（史料・考古・地質データ）

→データベース作成が着実に進捗
→観測データのない時代の地震像に迫れる可能性



３－１．地震・火山現象の解明のための研究（地震発生過程）

GNSS-A海底地殻変動観測を高頻度で行うことで非定常地殻変動を検知
→ 浅部SSEによるものとして解釈される
→ 巨大地震発生帯の浅部側の固着・すべり状態に関する新たな知見



３－１．地震・火山現象の解明のための研究（地震発生過程）

日本海溝～千島海溝のM4.5以上の大地震とM4以下の中小地震の波形を比較
→多くの大地震の開始部は中小地震と同じ
→カスケードモデルを支持



３－１．地震・火山現象の解明のための研究（地震発生を支配する場）

中部日本の地殻レオロジー構造モデルを作成
・温度構造（地表面での地温勾配）
・地殻内の流体分布
・地質構造

モデルに東西圧縮を印加
→ 新潟ー飛騨山脈の歪集中帯を再現
→ 高応力（脆性）域で高地震活動

低応力（延性）域で低地震活動

内陸地震発生場の状態をモデル化



３－１．地震・火山現象の解明のための研究（火山活動を支配する場）

2018年１月に噴火した本白根山周辺にも広帯域MT探査を広げて実施
1

→ 1～3km深に熱水系と思われる低比抵抗域を確認
→湯釜火口や山麓の温泉への熱水供給源か

西 東



３－２．地震・火山噴火予測ための研究（地震発生の新たな長期予測）

測地学的観測(x)→弾性ひずみ速度(x)→モーメント速度(x)→ G-R式のa (x) b(x)←地震カタログ

ポアソン過程

内陸地震の発生確率(x)

測地学的観測 ＝弾性成分＋非弾性成分
弾性ひずみ速度＝（弾性成分／観測）×観測

弾性成分←モーメント速度
歴史地震カタログ領域平均 位置の関数

地震の活動履歴に（あまり）依らない新たな長期予測手法の試行



３－２．地震・火山噴火予測ための研究（地殻活動モニタリングに基づく地震発生予測）

異なる種類のスロー地震が相互作用しながら，固着域の外側
（浅部側＋深部側）で発生域が移動していく

多項目の観測量のモニタリングでゆっくり滑りの全貌を捉える



３－２．地震・火山噴火予測ための研究（火山活動推移モデルの構築）

非噴火時の火山活動の活発化（アンレスト）を定量的に評価する試み
あ

→アンレスト事例を蓄積すれば確率評価にもつながる可能性
→個々の火山について多項目データで評価するためのパーツのひとつ



３－３．地震・火山噴火の災害誘引予測のための研究（事前評価手法）

地震シナリオや計算手法の違いによるばらつきも含め危険度を表示するシステムを開発
あ

→予測の不確定性も織り込んで防災計画に反映できる可能性

危険度高

危険度低

1万通りの試行
数値実験の結果



３－３．地震・火山噴火の災害誘引予測のための研究（即時予測手法）

地震動データによる震源情報を使わず海底圧力計のデータからリアルタイムで津波を予
測できるかを，過去のイベントで検証
あ

→地震観測から予測困難な「津波地震」による津波には特に有効

鳥島の「津波地震」

海底圧力計



３－４．地震・火山噴火に対する防災リテラシー向上のための研究（災害事例）

絵巻に描かれた内容を文献と照合し史料としての信頼度を確認
あ

→被害や人々の対応，復興過程の実態を見る手がかり
→温故知新で防災・復興施策の検討にも活用可能な事例

東大史料編纂所所蔵



まとめ（要約）

「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画（第２次）」は，第１
次計画の基本方針を踏襲しつつ，関連研究分野間のさらなる連携強化を図る
ことで，観測研究の成果を活用して災害軽減に役立てる方策の研究を推進す
るものとなっている。

地震発生と火山噴火の予測に関する３つの重点課題は，幅広く展開されてい
る観測研究の成果を予測情報の高度化という具体的な目標に集約することを
意識して新たに設定された。一方，観測研究の成果を災害軽減に効果的に活
用することを目指し，知識や情報の受け手となる人々の地震噴火災害に関す
る理解（防災リテラシー）向上のための研究が本格的に始動した。そして，
本研究を構成する様々な研究分野の連携を促進するしくみとして，大地震や
火山噴火を意識した５つの総合研究グループが設けられた。



地震発生の長期予測は，これまで地震発生履歴に強く依存してきた。とりわけ，
発生頻度が低く活動履歴に関する情報に乏しい内陸の活断層の活動予測の定量
化は重要な課題であった。内陸地震発生の新たな長期予測の手段として，測地
観測から得られるひずみ速度場をもとに，特定の地域において大地震が発生す
る確率を計算する試みが始められた。地殻活動のモニタリングにより，南海ト
ラフにおけるスロースリップの長距離移動が発見されたことで，プレート境界
での滑りの時空間変化を検知した新たな事例が蓄積された。これを海溝型地震
の予測性能向上にどのようにつなげるかが，今後の重要な課題であろう。地震
発生場の地下構造や応力状態と多様な断層滑り現象とその分布を記述するモデ
ルの構築・提案が本計画の課題の中でも進められており，それらを活用するこ
とで，地殻活動の現況に基づく地震発生予測に向かうことが期待される。

近年，噴火事象系統樹が多くの火山で作成されるにつれ，想定される噴火事象
の種類や発生頻度の事前把握だけでなく，予測にも役立てようとする機運が高
まってきた。新たな重点課題「火山活動推移モデルの構築」は，最終的には，
これまで蓄積されてきた多様な観測データを様々なアプローチで援用しつつ，
事象間の連関や各種観測量の関係にも目を向けることで，一連の火山活動の予
測に有用な準拠モデルの提案を目指している。各地での継続的な多項目観測は
その基盤をなす。今年度はとりわけ，噴出物の含水率・温度・微結晶量等の変
遷と噴火様式の対応，火山ガスの継続的サンプリング・化学分析や，二酸化硫
黄放出率の自動観測など，物質科学分野での成果が多数上がっている。測定技
術の開発が進んだことで，これらの一部は地震計等による物理観測と同様，も
はや火山のモニタリング項目として不可欠な存在となりつつある。



防災リテラシー向上を目指した研究では，社会における防災リテラシーの実
態や，地震火山に関連して発信される情報に対するニーズの把握は重要であ
る。地震火山災害に関する理解や情報活用可能性には個人差が大きいと考え
られるが，認知科学などによりこれを理解する研究が始まっており，リテラ
シー向上に向けた重要な基礎情報が得られると期待される。防災減災での
キーパーソンとなる実務者や有志市民を対象とした研修プログラムの開発や
市民ボランティア参加型の研究も進められている。こうした取組は，社会全
体としての防災リテラシー向上に効果が期待できる。

総合研究グループのうち，「千島海溝沿いの巨大地震」と「高リスク小規模
噴火」は，本計画から活動を開始した。前者は，地震発生の長期予測から地
震発生後の津波ハザード即時予測といった複数の時間スケールでの予測手法
の研究に加え，長期予測と即時予測がどのように住民の避難行動を変容させ
るか，という観点での社会科学的な研究が展開されている。今年度，千島海
溝近くでのプレート間固着状態を推定するための海底地殻変動観測が開始さ
れ，データの蓄積によって，ここで発生する巨大地震に関する長期評価の精
度向上が期待される。後者は，観光客や登山者の火山災害リスクを念頭に置
いたもので，今年度はまず，５年間の目標設定，課題の洗い出し，とるべき
アプローチの検討が行われた。現象解明に軸足を置いた研究方法のみではな
く，社会科学的アプローチの必要性が認識されている。今後，研究集会を通
じて既存課題の成果を集約・活用する方法も探る。


